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令和４年度岐阜県高齢者安心計画作成・推進会議 議事要旨 

 

令和 5年 2 月 1 日（水） 
14：00～15：30 

水産会館 大会議室 

健康福祉部長 

 

 

 

高齢福祉課長 

 

 

 

 

 

 

 

構成員 

 

 

 

高齢福祉課長 

 

 

 

 

 

構成員 

 

高齢福祉課長 

 

構成員 

 

 

 

 

 

 

 

高齢福祉課 

介護保険者係長 

 

14:00～14:10 

・あいさつ 

 

 

（１）岐阜県高齢者安心計画について 

14:10～14:20 

・資料説明 

 

（２）地域医療介護総合確保基金（介護分）について 

14:20～14:30 

・資料説明 

 

・ケアパートナーについては、人材不足対策として期待している。資料の 14

ページにおいて、「介護に関する入門的研修参加者」が目標値と大きく差が

あるが、原因は。 

 

・ケアパートナーが、介護施設において食事配膳や掃除などの周辺業務に従

事することにより、資格を持っている方が介護に集中できることを想定して

いる。昨年度は新規事業として実施したが、募集開始時期が遅く、研修を受

ける方や事業者への周知が十分ではなかった。今年度は早期に募集開始し、

研修には６０人参加している。マッチングは今進めているところである。 

 

・研修の実施場所は。 

 

・５圏域それぞれで実施している。 

 

・資料 1－2の No.11「チームオレンジ設置市町村数」が苦戦している。チー

ムオレンジ設置のためには、認知症サポーター養成講座を受けた方に、ステ

ップアップ講座を受けてもらい、さらに組織化しなければならないが、コロ

ナの影響で市町村においてステップアップ講座が開けていないという事情も

あると想像する。県でもいろいろな研修をフォローアップされているが、目

標である２０２５年に全市町村で設置に向けて、令和５年度は相当頑張らな

いといけないと思うが、県としてどうサポートしていく予定か。 

 

・県では、毎年度チームオレンジコーディネーター養成研修を実施してい

る。来年度も開催を予定しており、内容もより充実した研修を目指す。ご協

力をお願いしたい。 
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地域福祉課 

福祉人材対策監 

 

 

・ロボット補助金について、１台あたりの上限が３０万円となっているが、

その額では何もできない。 

 

・ＩＣＴ補助金について、ケアプランデータ連携システムの説明があった

が、現在ケアマネが使っているパソコンではデータ連携に対応できず、買い

替えを求められている。そのような場合の買い替えも対象となるような拡充

なのか。 

 

・ロボット補助金の単価は種類によって異なり、移乗支援、入浴支援の機器

であれば１００万円が上限、見守り機器の導入に伴う通信環境整備であれば

７５０万円が上限、その他の機器が上限３０万円である。 

・ＩＣＴ補助金について、パソコンは対象外であるが、タブレットへの買い

替えであれば補助対象となる。 

 

・昨年の夏の事業提案の際、介護従事者の資質向上のため、フレイル予防に

つながる体操、体の動かし方の研修を行うことを提案したが、事業の中に盛

り込まれていない理由は。 

 

・今後は、指導者研修等のプログラムとして、シルバーリハビリ体操を取り

上げていくことを検討する。 

 

・12 ページの No.28 に関連して、事業所の方から、ＢＣＰを作らないといけ

ないが、小規模事業者は作りにくいと聞いている。研修の際には、手引きや

フォーマットがあると参考になるのでは。 

・No.34 に関連して、ここで言う「成年後見・福祉サービス利用支援センタ

ー」と市町村が設置している中核機関の役割の違いは何か。 

 

・No.28 に関して、ＢＣＰは新型コロナの対策も含んでいるか。 

 

・福祉施設におけるＢＣＰに関しては、健康福祉部全体で、作成を進めてお

り、ひな形もＨＰでお示ししている。風水害対策だけでなく、コロナ関係に

ついても別のＢＣＰとしてお示ししている。またＨＰを案内させてもらう。 

・No.28 の事業については、施設職員向けの研修会を開催し、動画配信をし

て、風水害対策を支援するもの。今年度、老施協、老健協、グループホーム

協議会の協力を得て、特養、老健、グループホーム各１施設において、モデ

ル的に研修を実施した。来年度もさらに拡大して実施していきたいので、協

力をお願いしたい。 

 

・中核機関と支援センターの役割分担について、中核機関は、それぞれの市

町村で成年後見を進めている。県の支援センターは、中核機関の職員研修、

権利擁護セミナーなど、成年後見を進めていく職員のバックアップを行って

いる。 
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・ＢＣＰについて、今、風水害を優先的にやっているが、感染症に対するＢ

ＣＰを早く作るべき。クラスターは、ほとんど高齢者施設や医療機関であ

る。５類になった時、自分たちで考えないといけなくなるが、やはり高齢者

は、感染すると危険度が高い。経験をまとめるチャンスである。風水害も大

切だが、感染症についてもアピールしてもらいたい。 

・１年間の抗原キットで、１千万円くらい持ち出している。県からの援助は

あるが、現状を知って、対応してもらいたい。 

 

・コロナに関しては、スタッフは感染を出さないため、遊びにも、飲みに

も、旅行にも行けない状態が続いているが、一般には旅行が解禁され、高山

だと観光客がたくさんいる。感染症に対して、今後私たちはどうしていった

らいいかをもう少し考えてもらいたい。 

 

・ＢＣＰについて、施設でクラスターが起きた時のシミュレーションをして

おかなければならない。法人内で発生した場合に、別施設から人を派遣する

と、派遣した施設も職員数が減る。その場合、どの業務を省力化するのか、

前もって決めておかないと大変なことになる。事前に確立しておくと慌てな

くて済む。うちの施設で起きたクラスターからの反省としての意見である。 

 

・感染症にかかるＢＣＰについてもひな形は作っているが、見直す必要があ

るかと思うので、検討していく。 

 

・５類になると、一般の人は、感染した場合や濃厚接触者の場合も含め、制

限がなくなる。しかしながら、医療機関、福祉施設の職員の場合は、社会全

体と同じようにはならないと思う。お預かりしている方々のリスクが非常に

高いため、一定の対応をしていくことにはなるが、具体的なものが示されて

いない。 

・一定の検査が必要になるときに、財政的支援が継続されるのかどうかも示

されていない。我々も問題意識は持っているので、よく情報収集し、国に対

して必要な要望はしていく。 

・詳細は、３月上旬に案が示される予定のため、関係者の皆様にも、情報共

有させていただく。 

 

・県老人保健施設協会内で、クラスターが発生した際の情報を集め、皆さん

にも共有したい。地域や施設によってもかなり違うと思う。 

 

・11 ページの No.24 は、養成校の学生に対する貸付か。 

・14 ページの「介護福祉養成施設の学生への学費等の貸付数」を見ると、実

績が目標を上回っている。他県において、全体予算に対して、希望者が多い

場合に貸す金額を削ることがあると聞いているが、どうか。留学生が使う場

合に、支援する事業所も大きな不安も抱えていると聞いている。そのような

ことがあるのであれば、基金の中で支援することも検討いただきたい。 
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・No.24 は養成校の学生に対する貸付は含んでいない。 

・一方で、14 ページの指標は養成校の学生への貸付となっており、設定が不

適切であったので、指標は見直す。 

・予算が足りなくなって貸付額を削るようなことは現在行っていないし、今

後もそのようなことがないようにしていきたい。 

 

・4 ページの No.38 における自立支援協議会について教えていただきたい。 

 

・障害者総合支援法に基づくものであり、行政機関、サービス事業者、民生

委員、相談員、当事者等、関係者が集まって、個別の相談支援の事例を通じ

て地域の課題を明らかにして共有し、その課題を踏まえて、地域のサービス

基盤の整備を進めていくものである。具体的には、相談実績について、検証

・評価を行うものであり、市町村ごとあるいは市町村が共同で設置するもの

である。 

 

・ＩＣＴ補助金について、データ連携システムはすべての事業所が導入しな

いと意味がないが、１台当たり年間２万１千円ほどかかると聞いている。補

助要件に入れてしまうと、ハードルが上がるのではないか。 

 

・補助率のかさ上げ要件の１つであり、どれかを満たせばよい。 

 

・人材を確保して育てる必要があるが、育てるための指導者への研修が必

要。 

 

・介護福祉士会では、研修に取り組んでいるが、人材が足りないところは、

研修にも出せない状態。研修が早く分かっていないと、勤務表に反映できな

い。 

・中堅クラスを育てるために、ファーストステップ研修を大事にしている。

その研修を受けた方の姿を見て、その職場の方が自分に自分で投資してでも

勉強したいとなっていく。 

 

・高山では、地域の中のつながりがなくなっている。高齢者の単身世帯、夫

婦のみ世帯が多く、周りが施設に入ると残された方も認知症や身体的にも介

護度が進んでいく。地域に輪を作り、フレイルにならないように、少しずつ

取り組んでいるが、コロナが邪魔をしている。 

 

・グループホームを含め、事業の新規希望者が減っている。原因は、建設費

の高騰と人が集まらないこと。 

・介護人材について、2000 年頃に就労した職員が、高齢化して引退してい

く。今でも足りないが、さらに一気に減るという時期に来ている。労働者人

口自体が減っている中で、新しいことに手を付けないと人材確保は難しいの

ではないか。 
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・コロナが発生した場合に、補助金が出るが、実際グループホームでは足り

ていない。国の制度で決まっているものではあるが、より支援していただけ

るとありがたい。 

 

・14 ページのケアパートナー育成推進事業におけるマッチングはどういう形

態か。シルバー人材センター連合会では県内全域で、派遣事業を行ってい

る。 

 

・マッチングは、実際に事業者で雇用している。 

 

・12 ページの No.32 について、社会福祉士会としても福祉事業所のイメージ

アップは大事であると思っている。会員には様々な分野で働いている社会福

祉士がおり、この事業に協力できることあれば、積極的に派遣するので、声

を掛けてもらいたい。 

 

・物価高騰は本当に厳しい状況である。食材費の支援金は３月で終了すると

厳しいので、介護報酬改定まで継続してもらいたい。光熱費も上がってお

り、支援金もありがたいが、十分ではない。 

・要介護１，２を総合事業に移すことは反対である。要介護１，２の方が一

気に介護度が進むことにより、もっとお金が必要になる。精査して、県から

国に要望を上げてほしい。 

 

・みなさんのネットワークで、全国的な成功事例等を県に情報提供いただけ

ると参考にして進めていけるので、お願いしたい。 

 


